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研究成果の概要（和文）：  小学性対象にTranslational Research の手法を取り入れ，身体状況や生活習慣，
肥満に影響する要因として，子どものQOLや自己肯定感，ボディイメー ジ，家族機能を調査した． 
　分析結果から，睡眠時間やスクリーンタイムおよび身体活動量すべてにおいて平日と休日との有意差が認めら
れ，平日の身体活動量が多く，歩数が多くても活動強度が少なく，運動としての身体活動量には至っていなかっ
た。肥満度と家族機能は負の相関が認められ，子どもの自尊心も低い結果であった．以上から，休日の非活動時
の過ごし方についての介入の必要性や筋力や持久力を高めるための運動習慣を促す健康教育の必要性が示唆され
た．

研究成果の概要（英文）：  Children begin to increase fat deposition rate staring around 5 years old 
again. We investigated QOL, self-esteem, body image, and family function of elementary school 
children as factors affecting physical condition, lifestyle, and obesity using the method of 
Translational Research.
  Based on the analysis results, it was found that there were significant differences in sleep time,
 screen time, and amount of physical activity between weekdays and holidays. On weekdays, the number
 of steps that children took was many, but the activity intensity was low. There was a negative 
correlation between obesity and family function, and the child's self-esteem was low among obese 
children. Parents viewed their children as physically healthy but had low family-related quality of 
life. 
  These results suggest the need for interventions on how to spend time during inactivity on 
holidays and the need for health education to promote exercise habits that enhance muscle strength 
and endurance

研究分野：看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 近年の社会環境の変化は，わが国の子どもが置かれている環境を激変させ，小児肥満が増加してきている．本
研究結果から，歩数が多くても活動強度が少ないことや，肥満傾向の子どものQOLや家族機能，自尊心等への影
響から，生涯に渡って健康的な生活を送れるような行動を小児期から教育する必要性が提起され，健康教育プロ
グラムを構築した．先行研究では，歩数や栄養など生活習慣の一部分のみの実態調査が多く，またその対象人数
も少なく，基礎資料とするデータとしては不十分な現状がある．
 研究結果で示唆されたものから，将来の肥満・メタボリックシンドロームへと変異する社会の形成を阻止する
ことができるものと考える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



１．研究開始当初の背景 
(1)わが国の子どもがおかれている環境の激変により小児肥満が増加してきている(学校保
健調査)．将来の肥満・メタボリックシンドロームへと変異する社会の形成を阻止するため
には，小児期から生涯にわたって健康的な生活をおくれるような行動を小児期から教育す
る必要性が提起されている．わが国においては，児童・生徒を対象とした生活習慣の調査・
研究が増えてきているが，歩数あるいは栄養など生活習慣の一部分のみの実態調査が多く，
基礎資料とするには不十分であった．肥満に影響する要因と考えられる，子どもの活動量や
QOL，自己肯定感，ボディイメージなどを調査し，わが国の小学生に関する標準的な基準
や傾向を明らかにした研究はみられていない． 
 
(2)健康教育をする実践者を臨床の場，そして看護師にまで広げたものは少ないと考える．
肥満はもはや健康障害であるとの視点から，感冒など他の病気で病院に来院した機会をと
らえ，子どもの発育評価を行って健康教育を実践するプログラムは，予防活動として効果的
であり，看護師の役割を拡大し，看護の専門性をさらに広げていくきっかけともなるが，現
時点ではそこまでの役割は行われていない．また，家庭環境の評価として今回調査に用いる
予定の研究代表者中村が開発した家族機能測定尺度（中村，2011）は，項目反応理論（Item 
Response Theory ;IRT）を分析に使用し，家族の発達段階を考慮して家族機能を計量的に評
価できる尺度である．今まで家庭教育の重要性は指摘されているものの，家族機能を測定し
て小児肥満との関連を明らかにしている研究はみられていない．  
 
２．研究の目的 
先行研究(中村)から得られた知見をもとに，米国国立衛生研究所(NIH) が推進している

Translational Research の手法を用い，
学童の体格と生活習慣，栄養，睡眠，
家族機能との関連性について調査し，
得られた知見をもとに看護職が臨床 

                      の場で実施できる健康教育方法を構築
することが本研究の目的である．また，子どもへの調査自体も健康教育となり，子ども自身
に運動や食事に対する興味を持たせるきっかけとすることができる． 
 
３．研究の方法 
本研究では健康教育プログラム開発の基礎資料とするために，全国 5 地域にある小学校
に在籍している児童とその家族を対象に調査し，その結果から健康教育を構築する． 
(1)2017 年度 
地域調査と Translational Research の手法を取り入れた step1 として, 全国(青森，神奈
川，京都，愛媛，宮崎)の小学性を対象に調査する調査用紙の開発を行う．身体状況や生活



習慣の他，肥満に影響する要因として，“子どものQOL”“自己肯定感”“ボディイメージ（児
童・保護者）”“家族機能”を調査用紙に取り入れ，調査項目の洗練化を図る．また，その地
域の看護系大学の小児看護学教授等に研究協力者として協力を得て調査対象の小学校を決
定する．同時に大学の研究倫理委員会に倫理審査を依頼し，調査実施の準備をする． 
 
(2)2018 年度 
研究協力が得られた小学校のデータを，調査用紙を用いて収集し，その結果については，
随時関連する学術集会に発表する．また，小学生を対象に，健康や栄養などについての健康
教育を実施し，内容について検討することにより健康教育の準備をする． 
 
(3)2019 年度 
2018 年度のデータをさらに分析し，関連する学術集会に発表し，他の研究者からの意見
も取り入れて分析を深める．その結果を踏まえて，臨床で実施できる健康教育の構築を行う． 
 
４．研究成果 
 研究協力が得られた青森県 1 校，埼玉県 1 校，京都府 1 校，愛媛県 1 校，宮崎県 2 校
の小学校6 校から約 800 名のデータを得た．同意が得られ，質問項目への欠損がない約680 
名のデータ分析に着手した． 
(1)身体活動量と生活習慣（運動，栄養，睡眠等 ） 
①身体活動量：一部地域では平均男子約 18,000 歩，女子約 14,000 歩であり，同じ学年 
を対象とした先行研究（足立他，2007，戸田他，2007，中村他，2012）と同様の結果を 
示し，対象児童の身体活動量は平均的であると考えられた．女子の歩数は有意に男子より
低く，学童後期になるほど運動量に性差が生じるという先行研究と同じ傾向であった．し
かし, 男女ともに休日の活動量が少なく，一部地域においては 2 日間ともWHO が推奨
する中等度以上の運動を 60 分間以上行っていたのは，平日約 20％強，休日約 1％であっ
た．歩数が多い場合であっても，強度・中等度以上の活動が少なく，運動には至っていな
いことも伺われ，筋力や持久力を高めるための運動習慣を促す健康教育が必要であるこ
とが示唆されている． 
②生活習慣：睡眠時間や起床時刻，就寝時刻，テレビ視聴時間，ゲーム時間および身体活動
量すべてにおいて平日と休日との間に有意差が認められ，休日の起床時刻と就寝時刻は
遅く，テレビ視聴時間，ゲーム時間ともに有意に多く，特に休日の非活動時の過ごし方に
ついて介入が必要なことが考えられた．また，筋力や持久力を高めるような運動を促す健
康教育が必要であることも示唆されていた． 
 
(2)“子どものＱＯＬ「日本語版ＫＩＮＤＬ（古荘編，2014）”と“自己肯定感（自尊 
感情尺度東京都版 2011）” 



男女別のQOL および自尊感情得点との関連では，男児のQOL 総得点は昇順で，“太り
たい”“痩せたい”“現状維持”であり，QOL と自尊感情の全てにおいて有意差はなかった．女
児の QOL 総得点は昇順で，“痩せたい”“現状維持”“太りたい”であった．QOL の下位領域
の「学校」と，自尊感情の「関係の中での自己」において有意差があった（p=0.014，p=0.035）．
女児は「痩せたい」と望む児童が多く，「太りたい」と望んでいる体型の児童の方が QOL 
および自尊感情が高かった．それらの結果から，女児の痩身志向と痩せていることが集団の
中での自己評価を高めることが推察された．さらに，小学生のQOL は，家族に関連する項
目が低く，また自尊心も低い結果であったことから，健康管理意識の高い家族であっても，
家族機能に課題がある家族の子どもは，肥満傾向に陥る可能性があることが考えられた．一
部の地域における分析では，子どもと親との QOL の得点に有意な差は認められなかった．
サブスケールについては，「物理的な幸福」に有意差が認められた(p>0.01)．核家族と拡大
家族との比較では，子どもの「友人」と親の「自尊心」・「学校」に対する認識に大きな違い
があった．親は子どもと比較して家族関係の QOL が低く,この結果は親の認識の欠如だけ
ではなく，子どもの自己表現の欠如も原因である可能性があった． 
 
(3)ボディイメージ（児童・保護者） 
672 名の児童のうち，児童の標準群 482 名（87.2％），痩せ群 13 名（2.4％），肥満群が
58 名（10.6％）であり，なりたい体型は男子 3.64，女子 3.40 で有意差はなく，体格別で
は肥満群（3.83）と痩せ群（3.47）に有意に差が認められ(p<0.01)，性別や体格別での差は
みられなかった．親の認識については，子どもの実際の体格と48.2％が一致しており，41.3％
の親が子どもを実際より細めに，10.5％が実際より太めと認識しており，性別や体格別での
差は見られなかった．親が子どもの体格を一致している群は，児童も自分の体格を有意に正
しく認識していた(p<0.01)．小学 5 年生は思春期が始まり体型も変化していく時期である．
思春期の肥満は成人期にトラッキングしていくと言われているが，親が子どもの体格を正
しく認識していない場合には，子どもの肥満の解消が難しいことが予想され，親の正しい認
識を支援していく必要性があると考えられた．また，自尊感情の「自己評価・自己受容」得
点平均は， 男女間で有意差があった（p=0.033）．過度な痩身は筋力や性腺機能などの成長
に影響を与える．自己評価による主観的な体型評価ではあるが，客観的な体型評価と合わせ
て学童期から個別性のあるヘルスプロモーションを行っていく必要性が明確になった． 
 
(4)“家族機能(中村)” 
子どもの QOL は家族に関連する項目が低く自尊心も低い結果であったことから，家族
機能に課題がある家族の子どもは肥満傾向に陥る可能性があることが考えられた．一部地
域の分析では，肥満群は「重大な問題があった時には家族で十分に話し合うことができる」
「私の家族は私に協力的である」「家族と一体感を感じる」「家族に期待しても無駄だと思う」
「自分が腹を立てている時に落ち着かせてくれる家族（人）がいる」に負の相関が認められ



た．家族機能得点は比較的高得点であったが，肥満群においては家族機能得点に負の相関が
認められ，家庭教育の必要性も示唆された． 
 
(5)子どもの健康観 
単語頻度解析の結果，頻出上位単語から順に 「元気」，「体」，「大切」，「運動」，「生きる」
であった．係り受け頻度解析では上位から順に，「元気－過ごす」，「ご飯－食べる」，「体－
動かす」，「バランス－よい」，「病気－かかる＋ない」であった．ことばネットワーク分析で
は、男子は「病気」「かかる＋ない」「かぜ」「ひく＋ない」「体調」「遊ぶ」とネットワーク
を形成し，女子では「自分」「大切」「ごはん」「食べる」「元気」「過ごす」「心」「体」等と
ネットワークを形成していた． 
小学高学年の児童は，健康とは元気に過ごすことや食事・運動と関連すると考えているこ
とが明らかとなった．特に，男子は病気にかからないなどの身体面，女子は食事などの生活
面の大切さに注目していることが明らかになった．現在の自分の体型と理想とする体型の
差は，「太りたい」「現状維持」「痩せたい」の順であり，有意差を認めた（カイ2 乗，p=0.013）．
また、自尊感情の「自己評価・自己受容」得点平均は，男子 3.34，女子 3.10 であり，男女
間で有意差がみられた（Mann-Whitney の U 検定，p=0.033）．過度な痩身は，筋力や性腺
機能などの成長に影響を与える．本研究では自己評価による主観的な体型評価ではあるが，
客観的な体型評価と合わせて，学童期からの個別性を踏まえたヘルスプロモーションの必
要性が示唆された． 
 
（6）健康教育 
学童後期の保健行動は，中村らの先行研究から，生活習慣が重要な概念であることが明ら
かになっている．本研究の結果を考慮し，2017 年・2018 年に小学生対象に健康教育を実
施し，その健康教育内容の洗練化を図った．①「健康とは何か」②「運動の大切さ」③「手
洗いと歯磨きの大切さ(清潔行動)」④「強い骨をつくろう」⑤「バランスの良い食事」など
の項目について，子どもたちの自主的なプログラムとして実施した．具体的に蛍光塗料など
を用いた手洗いの実践や，じゃんけんかるたなどゲーム感覚で体を動かすことなど，健康教
育として，生活習慣を教えるためには，児童の発達段階にそった方法で，行動を意識づけし
ていくことの重要性が明らかになった．小学生を対象にした集団での健康教育では，知識の
習得は可能であるが，行動レベルである生活習慣を変化させることは難しく，Habit 
formation 理論など最近の知見を取り入れ，合理的に生活習慣を変化させるための小学生
個々を対象にした実践的取り組みが示唆されていた． 
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